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　近年では，「チーム学校」に関わる多職種協働や人材育
成に関して，実践研究が蓄積されつつある（久恒，2018；
森川，2019；岩山・森川・真島，2020；安藤・安藤・岩
山・ 森 川，2022； 樋 口，2022； 網 谷，2023； 岩 山・ 安
藤，2023；神谷・平田・石橋・植木・鈴木・米田・吉村，
2023）。これらの実践は，異なる立場の理解，他職種の相
互理解，双方のコミュニケーション等に関する内容を扱っ
たものが多い。また，このような内容を扱う上では，ケー
スを通して学ぶ重要さ（久恒，2018）や演習形式の必要性

（岩山ら，2020），ゲーム形式の有効性（網谷，2023），チー
ム活動の体験（岩山・安藤，2023）や他者と協働し問題解
決する活動の有効性（神谷ら，2023）が示されている。一
方で課題として，教職課程のコアカリキュラムには「チー
ム学校への対応を含む」との記載があるものの，学部段階
で実際に学ぶ機会が少ないこと，まとまった学修時間や契
機を得られないこと（久恒，2018）が指摘されている。
　「チーム学校」実現に向けての課題としては，洪（2019）

１．問題と目的

　「チームとしての学校（以下，チーム学校）」は，「校長
のリーダーシップの下，カリキュラム，日々の教育活動，
学校の資源が一体的にマネジメントされ，教職員や学校内
の多様な人材が，それぞれの専門性を生かして能力を発揮
し，子供たちに必要な資質・能力を確実に身に付けさせる
ことができる学校（中央教育審議会，2015）」を指す構想
である。同構想が示された中央教育審議会答申（2015）に
おいては，「チーム学校」を実現するための視点とその方
策として，①専門性に基づくチーム体制の構築　②学校の
マネジメント機能の強化　③教員一人一人が力を発揮でき
る環境の整備　の３点が示されている。より具体的には，

「チームとしての学校」を支える文化を創り出していくた
めに多職種による協働の文化を学校に取り入れていくこ
と，「学び続ける教師像」の視点から人材育成の充実を図
ること等の重要さが指摘されている。
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が先行研究をレビューし，教員の役割の検討，専門スタッ
フと教員との関係性，地域社会との連携体制等を指摘して
いる。また，特に今後は，スクールソーシャルワーカーの
活用も含んだ「チーム学校」と地域社会の関係性に焦点を
当てた実践・研究が必要であるとしている。
　これに関連して，2022年に改訂された「生徒指導提要」

（文部科学省，2022）第３章，「チーム学校による生徒指導
体制」では，地域との連携や，スクールソーシャルワー
カー・スクールカウンセラー等との連携，生徒指導と教育
相談が一体となったチーム支援の重要さが指摘されてい
る。加えて，第13章では「多様な背景を持つ児童生徒への
生徒指導」が取り上げられ，特別な教育的ニーズのある児
童生徒への支援に関して，関係機関との連携の重要さが指
摘されている。
　これらの知見から，「チーム学校」の実現に当たっては，
特に地域資源の活用，スクールソーシャルワーカーなど福
祉領域を代表とする多職種との連携・協働，教育相談や特
別支援といった今日的な教育的課題へのチームとしての対
応等が必要とされていることが指摘できる。先行研究から
は，他職種との相互理解に関する実践知は蓄積されつつあ
り，演習やチーム活動の体験等の有効性が明らかになって
いる。しかし，「チーム学校」に関して体系的に学ぶ機会
が限られており，現職教員や地域の人材を含む多様な立場
の構成員に対する学びの場の設定が必要となると考えられ
る。 
　この点に関しては，中央教育審議会（2016）答申「これ
からの学校教育を担う教員の資質能力の向上について～学
び合い，高め合う教員育成コミュニティの構築に向けて
～」において，教職大学院の果たす役割が指摘されてい
る。すなわち，教員の資質能力の高度化に関して，教職大
学院が中心的役割を担い，現職教員の再教育の場としての
役割に重点を置きつつ，学部新卒学生についても実践力を
身に付けさせ教員として輩出することとするというもので
ある。加えて，教職大学院が大学と教育委員会・学校との
連携・協働のハブとなり，地域への貢献の充実を図るこ
と，履修証明制度や科目等履修制度の活用などにより現職
教員が学びやすい仕組みを整備すること，新たな教育課題
に対応した研修プログラムの開発・普及，教員の主体的な
学びが適正に評価され，学びによって得られた能力や専門
性の成果が見える形で実感できる取組や制度構築を進める
こと等も明記されている（中央教育審議会，2016）。
　これらの課題や成果，教職大学院の果たす役割等を踏ま
えて，愛媛大学大学院教育学研究科が履修証明プログラム
として設計・実践したのが，「チーム学校スペシャリスト
養成講座」である。履修証明プログラムとは，「大学の社
会貢献の一環として教育研究の成果を広く社会に提供する
ため，学位課程より短期間のプログラムを学生以外の者を
対象に提供するもの（中央教育審議会，2020）」である。

総時間数60時間以上で，各大学が正規課程の授業科目や各
種講習，公開講座等によるまとまりのある教育プログラム
を編成するものであり，Ｈ30時点で履修証明プログラムを
開設している大学は168校，全体の約22％とされる（中央
教育審議会，2020）。　
　既述したように，「チーム学校」を実現するためは，地
域人材の活用や，「学び続ける教師像」の視点からの人材
育成の充実，体系的に学ぶ機会の設定が必要である。この
ような観点から，体系的なプログラムとして編成され，学
生以外も学びの成果を得られる履修証明プログラムの活用
は有効であると考えられる。しかし，「チーム学校」に関
して履修証明プログラムとして扱った事例はこれまで報告
されておらず，教育委員会と連携した履修証明プログラム
についても先行研究は見られない。そこで本稿においては，
愛媛大学における履修証明プログラムとしての「チーム学
校スペシャリスト養成講座」の取組について報告し，受講
生のアンケート結果に基づいて効果と課題を考察すること
を目的とする。

２．方　法

２．１　講座の名称・付与される称号

　名称は「チーム学校スペシャリスト養成講座」，付与さ
れる称号は「チーム学校スペシャリスト」とした。
２．２　講座の概要

２．２．１　目　的

　講座の目的は，地域連携・教育福祉・教育相談・特別支
援教育等についての高度な専門性と実践力を有した総合型
専門スタッフ人材の養成・研修を通して，「チーム学校」
の実現に寄与することにあった。本講座については，平成
29年度より試行を展開しており，令和元年度より履修証明
制度を実現していた。
２．２．２　時期・回数

　１年間（７月から翌年１月）を原則とした。なお，２年
以上（最長３年）の履修も認めることとした。
２．２．３　主たる会場

　愛媛大学教育学部ならびに松山市教育研修センターとし
た。
２．２．４　内容

　地域連携，教育福祉，教育相談，特別支援の４テーマと
課題研究を合わせて，年間14回・14日の開講とした。総授
業時間75時間のうち，60時間を講義・演習・ワークショッ
プ，15時間を課題研究・発表によって実施した。なお，課
題研究は，受講者個々が自身の活動に基づき，課題発見と
解決手法の提示を行うものである。本講座の学びを通して，
課題と解決について発表を行うこととした。講師は，理論
と実践のバランス，県内各地域における教育事情の理解促
進の視点から，外部講師や実務家を選定し，招聘した。そ
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の際には，愛媛大学教育学部・大学院教育学研究科実務家
教員が，学校現場とのネットワークを活かして交渉を担っ
た。
　各テーマの実施日，講義内容，講師等の具体的な内容を
表１に示した。
２．２．５　体　制

　主催者は愛媛大学大学院教育実践高度化専攻長であり，
運営は愛媛大学の教員と大学院生が担った。後援団体とし
て，愛媛県教育委員会，愛媛県教育研究協議会，愛媛県教
育会が参画した。
２．３　募　集

　募集条件は，大学卒業程度の学力を有する者で，愛媛県
内の幼稚園・認定こども園・小学校・中学校・高等学校・
特別支援学校等に勤務する現職教職員あるいは退職教職員
とした。大学院生や社会人については，主催機関の判断に
より履修を認めることとした。受講料は年間10,000円とし
た。また，愛媛大学教育学部生，愛媛大学教職大学院生に
ついては，「チーム学校協働演習」科目の単位取得のため
の集中講義として扱った。
２．４　修了要件と修了証明

　修了要件は，本講座で開講される授業科目75時間のうち
60時間以上を履修するとともに，課題研究に取り組み，審
査に合格することとした。また，修了者には，学長名の

「履修証明書」を交付するとともに，「チーム学校スペシャ

リスト」の名称を付与した。
２．５　講座の評価

　講座終了後，参加者に対して Google フォームを用いた
アンケートを実施し，無記名による回答を得た。
　アンケート項目は，①講座全体を通した満足度（本年度
の講座は有意義でしたか）　②講座全体を通した理解度（本
年度の講座の内容は理解できましたか）　③講座全体を通
した活用度（本年度の講座の内容は今後の教育活動・学校
支援において活用できそうですか）　④今後最も活用でき
ると考えた講座はどれですか　⑤講座全体を通した必要度

（本年度の講座の内容を同僚等（学生の場合は友人等）に
伝えたいと思いましたか）　⑥講座全体を通した成長度（本
年度の講座の内容はご自身の成長（職能成長やキャリア発
達）を実感できるものでしたか）　⑦講座全体を通した興
味・関心度（本年度の講座の内容を基に，ご自身でさらに
学びを深めたいと思いましたか）　⑧本講座の今後の活用
に向けて（本講座において有意義であったと感じられたこ
とについてお選びください）　⑨感想・改善点等のご意見
をお聞かせください　の９項目であった。
　アンケート項目は，以下の３つの観点を基に作成した。
すなわち，①授業評価の観点から，知識理解，思考判断表現，
主体的な学びについて，②教職研修の観点から，職能成長，
職場同僚への還元（活用），研修意義について，③セミナー
等講座開設主催の観点から，受講者の満足度，講座内容の

テーマ 回（月 / 日） 講義内容 講　師

地域連携

１（7/23）

２（7/30）

３（7/31）

東温市立中学校コミュニティスクールスタートアップ奮闘記
平野小・中学校の地域学校協働活動とコミュニティ・スクール
コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進に
ついて
これからの学校と地域

「地域とともにある学校」づくりに向けて

東温市地域コーディネーター　酒井あい
大洲市地域コーディネーター　福本政代
文部科学省総合教育政策局　榎木奨悟
文部科学省 CS マイスター　西村久仁夫
文部科学省 CS マイスター　四柳千夏子

教育福祉

４（8/27）

５（8/28）

６（9/10）

子どもの貧困と学校
児童虐待と社会的養護
スクールソーシャルワーカーの基礎理解と連携方法

学校における生活課題の子どもへの現状と課題
チームアプローチとスクールソーシャルワーク

「問題解決型ケース会議」の演習

愛媛大学教育学部　藤田昌子
愛媛県福祉総合支援センター　梶川直裕
新居浜市教育委員会　越智誠司
えひめ権利擁護センター新居浜　山本豪
松山東雲女子大学　友川礼
関西学院大学　馬場幸子
関西学院大学　馬場幸子

教育相談

７（10/8）

８（10/22）
９（11/5）

養護教諭としての教育相談
教育相談の事例研究
学校・教職員に求められるいじめ問題の理解と組織的対応の実際
コーチングとコミュニケーション

宇和島市立城北中学校　岡田久美
南予教育事務所　松本賢吾
関西外国語大学　新井肇
FM 愛媛　髙橋真実子

特別支援教育

10（11/23）

11（12/10）
12（12/24）

保育現場での特別支援教育
特別支援教育の動向
通常の学級における教育のユニバーサルデザイン
顔の見える支援を目指して～四国中央市の取組から～

愛媛大学教育学部　青井倫子
愛媛大学教育学部　冨田享子
星槎大学大学院　阿部利彦
四国中央市発達支援課　安賀早紀
四国中央市教育委員会　新谷朋子

課題研究
13（1/21）
14（1/28）

チーム学校専門スタッフの視点から，「えひめの教育改革・学
校改善マイプラン」を作成し，プレゼンテーションを行う。

愛媛大学教職大学院教員

表１　各テーマの内容
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是非について　である。
　項目①②③⑤⑥⑦については，「全く意義がなかった」
や「全く理解できなかった」を１点，「とても有意義であっ
た」や「十分に理解できた」を５点とする５件法で回答を
得た。項目④⑨については自由記述で，項目⑧については
選択肢からの複数選択で回答を得た。

３．結　果

　アンケート項目①②③⑤⑥⑦について各項目の平均点を
表２に，アンケート項目④⑧⑨の結果を表３から５に，そ
れぞれ示した。
　令和４年度の総受講者数は64名であり，アンケートの回
答者は43名，回収率は68.2％であった。回答者の内訳は，
教職大学院生（ストレートマスター）18名，教職大学院生

（現職教員）７名，教育学部生７名，教員５名，一般５名，
スクールライフアドバイザー１名であった。
　アンケート項目①②③⑤⑥⑦については，いずれも平均
点が4.5点を超えていた。①満足度，③活用度，⑤必要度
については，43名中31名（72.1%）と，７割以上の受講者
が５点の評価を付けた。一方，②理解度，⑥成長度につい
ては，５点の評価を付けた受講生はそれぞれ26名（60.5％），
27名（62.8%）と，６割程度であった。 
　アンケート項目④については，地域連携に関する記述が
15名と最も多く，以下教育相談13名，特別支援９名，教育
福祉５名であった。活用できると考えた理由については，
地域連携・教育相談では「実際どのように連携を取るのか
ということ，また地域連携についての課題について学ぶこ
とができました」「目の前の子どもに対する効果的な対応
を具体的に学ぶことができた」「実践例など多く聞くこと
ができた」「リアルな現状を知ることができた」などが挙
げられていた。特別支援においては，「具体的に学ぶこと
ができた」「即実践に繋げていけると思いました」「スクー
ルワイド PBS の取組は，取り入れていきたい」などが理
由として挙げられた。教育福祉については，「子どもを取
り巻く問題について学べた」「気になっていたテーマでは
あったが，なかなか触れることができなかったので，考え
る時間を作ることができてとても良かった」「現状に対す
る理解が深まった」などが理由として挙げられた。
　項目⑧の本講座において有意義であったと感じられたこ
とについては，「研修内容」「研修方法」について９割以上
の受講者が選択しており，新たな知識や技能を学べたこ
と，事例研究やグループ協議を通して研修をしたことにつ
いて高い評価が得られた。一方で，大学連携事業の効果や
運営体制については，有意義であると回答した受講生が少
なかった。
　項目⑨の自由記述については，グループワークに関する
好意的な意見や，もっとグループワークを行いたいといっ

た希望が最も多くみられた。また，「色々な立場の人と話
すことにより，考えを深めることができた」「それぞれの
立場からの考えを知ることができた」など，多様な背景を
もつ受講生の関わりに関する記述もみられた。他には，新
たな学び，幅広い分野の学び，視野が広がったといった，
多様な学びの機会に関する記述も多くみられた。テーマに
関しては，特別支援について続けて学びたいという記述が

　　　　　　　　項　　目　　　　　　　　　　　平均点

①満足度	�  4.66　　
②理解度	�  4.53　　
③活用度	�  4.63　　
⑤必要度	�  4.63　　
⑥成長度	�  4.56　　
⑦興味・関心度� 4.63　　

表２　各アンケート項目の平均点

講座内容 回答数（人）

地域連携
教育相談
特別支援
教育福祉
すべて

15
13
９
５
２

表３　項目④　今後最も活用できる講座

内　容 回答数（％）

研修内容（新たな知識・技能）
研修方法（事例研究，グループ協議など）
参加者，講師などネットワーク構築
大学連携事業の効果（事業活用の可能性）
事業開催の運営体制，環境整備など

40（93.0%）
39（90.7%）
36（83.7%）
10（23.3%）
4（9.3%）

　　　表４　項目⑧　本講座の今後の活用に向けて
　　　　　　有意義であったと感じられたこと（複数選択）

講座内容 回答数（人）

グループワークが良かった
新たな学びが得られた
幅広い分野が学べた・視野が広がった
特別支援が良かった・続けてほしい
動画のアップロードを続けてほしい
著名な先生の講義が良かった
地域連携が良かった
大学の先生の授業は学びが多かった
人権・同和教育を学びたい
教育相談がもっと学びたい
高校メインの内容が聞きたい
マイプランが良かった
もっと講座の PR をしてほしい

８
６
５
４
２
２
２
１
１
１
１
１
１

表５　項目⑨　感想・意見の主な内容
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「チーム学校スペシャリスト養成講座」の取組 ― 教職大学院と教育委員会の連携による履修証明プログラムの実践 ―

複数みられた。
　具体的な改善点としては，「講座のＰＲをもっとして欲
しい。一般からはなかなか講座を知ることができないです。
今回は学校職員の主人からの情報提供でした。」とのアナ
ウンス方法に対する意見や，「もう少し具体的な内容が欲
しかったなと感じました」との意見がみられた。

４．考　察

　本稿では，教職大学院と教育委員会が連携した「チーム
学校スペシャリスト養成講座」という名称の履修証明プロ
グラムを実践し，その報告と課題について考察することを
目的とした。
　以下，アンケート結果から考えられる本講座の効果と課
題について，履修証明プログラムとしての本講座の意義に
ついて考察する。
４．１　アンケート結果から考えられる本講座の効果と課題

　①満足度，②理解度，③活用度，⑤必要度，⑥成長度，
⑦興味・関心度については，得点の範囲が１点から５点で
ある中，各項目の平均点が4.5点を超えており，非常に高
い評価を得られたと考える。中でも，満足度，活用度，必
要度については，特に高い評価であった。この結果に関し
ては，アンケートの回収率が68.2％であったことから，ア
ンケートに回答した者は受講生の中でも意欲が高い者で
あったため，非常に高い評価となった可能性も考えられ
る。
　項目④の理由の記述や，項目⑧の選択理由，項目⑨の自
由記述の内容からは，すぐに現場で使える知識や具体例・
実践例を交えた内容，受講生の課題意識にフィットした内
容，グループワークなどの演習を含んだ研修方法が，高い
評価を得ていた。これらは，久恒（2018），岩山ら（2020），
網谷（2023），岩山・安藤（2023），神谷ら（2023）の知見
を支持するものであった。
　項目④の今後活用できるテーマについては，地域連携，
教育相談を記述した受講生が多かった。この結果について
は，目の前の子どもに対する具体的な対応など実践上の課
題を感じている受講生が多かったこと，具体例や実践例が
多く紹介されたことなどが影響したと考えられる。特別支
援を選択した受講生においても，「具体的」，「即実践に繋
げていける」，「取り入れたい」といった理由が挙げられて
いる。これらのことから，受講生にとってニーズの高く，
活用できると感じられるテーマは，学んだ内容を実践に活
かすステップが想像しやすいものと考えられる。一方，教
育福祉については，活用できると考えた理由が新たな学び
を得たことに対する内容であり，具体例や実践例に関する
言及がみられなかった。安藤・安藤・岩山・森川（2022）
は，「チーム学校」を実現する上で，特にスクールソーシャ
ルワーカーに関しては，教員との連携を図るという意識よ

り「お任せ」という意識が強くなりがちであると指摘して
いる。また，森川（2019）も，学生のスクールソーシャル
ワーカーに関する知識の少なさを指摘している。受講生に
とっては，貧困や虐待，スクールソーシャルワーカーに関
する知識は知っておくべき事柄であるという認識はあって
も，得た知識を活用して自らが率先して実践するというよ
り，専門家に頼る意識が強いのかもしれない。この点につ
いては，さらなる検討が必要である。
　項目⑨については，グループワークに関する肯定的な意
見や希望が多かった。この結果も，ケーススタディやチー
ムでの活動の有効性に関する先行研究の知見を支持するも
のであった（久恒，2018；岩山ら，2020；網谷，2023；岩
山・安藤，2023；神谷ら，2023）。講座のＰＲについては，
教育委員会や学校と連携することに加え，地域住民にも情
報が届きやすくなるような工夫が必要である。
４．２　履修証明プログラムとしての意義と課題

　本講座の特色は，教職大学院と教育委員会が連携し履修
証明プログラムを実践したこと，学部生・大学院生・現職
教員・退職教員・一般参加者と多様な背景をもつ集団が共
に学ぶ場を設定したこと，75時間に及ぶ体系的な講義・演
習を通して「チーム学校」実現に必要な学びを網羅したこ
とにある。
　特に，多様な背景を持つ受講生が共に学ぶ場を設定した
ことについては，グループワークに対する好意的な意見や，

「色々な立場の人と話すことにより，考えを深めることが
できた」「それぞれの立場からの考えを知ることができた」
などの記述から，受講生にとって意義深いものであったこ
とが推察された。これは，大学院専攻共通基礎科目である

「チーム学校協働演習」と，履修証明プログラムである「チー
ム学校スペシャリスト養成講座」の受講生が同じ場を共有
したことによる効果であると考えられる。このことからは，

「チーム学校」の実現に向けて必要な多職種との相互理解，
情報交換，マネジメント（森川，2019）に関して，本講座
の有効性が示されたと考える。
　一方で，アンケート項目⑧の本講座において有意義で
あったと感じられたことについては，「研修内容」「研修方
法」が高評価であったことに比して，大学連携事業の効果
や運営体制に関して受講生からの評価が得られなかった。
中央教育審議会答申（2016）が示すように，今後教職大学
院が連携・協働のハブとして地域貢献を充実させていくと
考えるならば，大学院連携事業の効果や大学院が主催する
研修ならではのメリットについて，受講生や地域住民に分
かりやすく示す努力が必要となるかもしれない。
　さらに，今後は，ベテラン教員や管理職の学び直し，新
たにスタートした研修システムにおける「学びの機会確保」
等，教師を支える環境整備の一つとして，県教育委員会，
各市町教育委員会との連携体制を強化し，教員研修の中核
機関としての役割を果たすことも必要となると考える。

冨田　享子，遠藤　敏朗，青井　倫子，山本　浅幸，髙橋　葉子，山内　孔，藤田　昌子，露口　健司
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